
【1986年 2月 14日】現行産業別最低賃金の廃止及び新産業別最低賃金への転換等につい
て 
中央最低賃金審議会 

 
 
　　　　　現行産業別最低賃金の廃止及び新産業別最低賃金への転換等について 
　　　　　　　　　　　　　　　（昭和 61年 2月 14日中央最低賃金審議会答申） 

 
本審議会は、昭和 50年 5月 30日に労働大臣から「今後の最低賃金制のあり方について」

の諮問を受けて検討を行ってきた。産業別最低賃金の在り方についても、その重要な一環

として検討を進め、昭和 52年 12月 15日の答申においては、地域別最低賃金と産業別最
低賃金のそれぞれの性格と機能分担等について、その考え方の整理に取り組むこととした

ところである。これを受けて、本審議会は、具体的な検討を進め、昭和 56年 7月 29日及
び昭和 57年 1月 14日の答申において、今後の産業別最低賃金は、最低賃金法第 11条の
規定に基づくもののほか、関係労使が労働条件の向上又は事業の公正競争の確保の観点か

ら地域別最低賃金より金額水準の高い最低賃金を必要と認めるものに限定して設定すべき

ものであるという基本的な考え方を示し、その新産業別最低賃金の運用方針を明らかにす

るとともに,現行のおおくくり産業別最低賃金を廃止する時期及び方法については、昭和
60年度において決定することとした。 
本審議会は、以上の経緯を踏まえ、昭和 60年 1月 18日に全員協議会を設け、この問題
について鋭意審議を重ねてきた。この結果、別紙のとおりの結論に達したので答申する。 
なお、本答申をもって、産業別最低賃金の在り方に関する本審議会の一連の検討は一応

完了するが、我が国の最低賃金制度の発展のために、本答申の着実な実施を強く望むもの

であり、行政当局をはじめ関係労使の積極的な努力を期待する。 

 
 
 
（別紙）　現行産業別最低賃金の廃止及び新産業別最低賃金への転換等について 

 
1 基本的な考え方 
今後の産業別最低賃金については、昭和 56年 7月 29日の本審議会の答申「最低賃金額

の決定の前提となる基本的事項に関する考え方について」に示された考え方に則り、最低

賃金法(以下「法」という。) 第 11条の規定に基づくもののほか、法第 16条の 4の規定の
手続による関係労使の申出を経て最低賃金審議会が地域別最低賃金より金額水準の高い最

低賃金を必要と認めたものについて、新しい産業別最低賃金として設定することを基本と

するものである。このため、現行の産業別最低賃金(以下「現行産業別最低賃金」という。) 



については、速やかに整理するものとするが、現在の賃金秩序に急激な変化を与えること

を避けるとともに、業種によっては上記の新しい産業別最低賃金 (以下「新産業別最低賃
金」という。) への転換の準備期間を考慮する必要があることから、その整理に当たって
は次のような方針によって行うこととする。 

 
(1) 現行産業別最低賃金について、地域別最低賃金の対象とすることが適当と認められ
る年齢、業務及び業種に関し、当該産業別最低賃金は適用除外とする措置を計画的、

段階的に行いつつ、昭和 63 年度までの間は、金額の改定を行うとともに、新産業別
最低賃金へ転換することが適当なものについては、当該転換のために必票な準備又は

調整を進めるものとする。 

 
(2) 上記(1)に示した措置が行われ、かつ、地域別最低賃金よりも高い最低賃金を設定す
ることについて合理的な理由があると認められるものの新産業別最低賃金への転換に

ついては、関係者は積極的に努力するものとする。 
なお、昭和 57年 1月 14日の本審議会の答申「新しい産業別最低賃金の運用方針こ

ついて」(以下「新産業別最低賃金の運用方針」という。) は、経過措置として必要な
見直しを行い、これに合致する場合は、ここでいう「合理的な理由」があるものとし

て取り扱うものとする。 

 
(3) 昭和 64 年度においては、現行産業別最低賃金から新産業別最低賃金へ転換するも
のについて所要の手続を終了することとし、同年度以後は現行産業別最低賃金の改正

諮問を行わないものとする。 

 
2 現行産業別最低賃金の整理等 
現行産業別最低賃金については、昭和 61 年度及び昭和 62 年度において、既に一部実
施されている年齢に関する適用除外の措置のほか、業務及び業種・関する適用除外の措置

を計画的に行うとともに、昭和 63年度までの間において、見直し後の新産業別最低賃金
の運用方針に照らし、必要な設定様式の変更等新産業別最低賃金への転換に向けての必要

な準備又は調整を行うものとする。 

 
(1) 現行産業別最低賃金についての適用除外の措置 
イ 年齢に関する適用除外の措置 

18歳未満及び 65歳以上の者ついて、適用除外(適用除外の対象者を地域別最低賃金
の適用とすることをいう。以下同じ。) とする措置が実施されていない現行産業別最
低賃金に関する昭和 61 年度以後の改正諮問は、当該適用除外の措置を実施するとい
う地方最低賃金審議会における方針の決定を待って、行うものとする。 



ロ 業務に関する適用除外の措置 
(イ) 昭和 61年度において、地域別最低賃金の対象とすることが適当な業務に主とし
て従事する者について、現行産業別最低賃金は適用除外とする措置を実施する。

この場合、地域別最低賃金の対象とすることが適当な業務等に従事する者として、

次の a及び bに掲げる基準(以下「一般的基準」という。) に該当する者について、
当該適用除外の措置を実施するものどする。 
a．次に掲げる業務に主として従事する者 

(a) 清掃の業務 
(b) 片付けの業務 

b．雇入れ後一定期間未満の者であって技能習得中のもの 
(この場合の一定期間の長さについては、地方最低賃金審議会において、業種
ごとに決定するものとする。) 
また、各産業に特有の軽易業務に従事する者についても、現に業務に関する

適用除外の措置が実施されている産業別最低賃金の例を参考として、地方最低

賃金審議会において地域の実情に応じて検討を進め、速やかに適用除外とする

措置を実施するものとする。 
(ロ) 一般的基準に基づく適用除外の措置が実施されていない現行産業別最低賃金に

関する昭和 62 年度以後の改正諮問は、当該適用除外の措置を実施するという地
方最低賃金審議会における方針の決定を待って、行うものとする。 

ハ 業種に関する適用除外の措置 
昭和 62年度において、現行産業別最低賃金の適用される業種(原則として日本標準
産業分類の小分類を単位とする。以下同じ。) のうち、各都道府県労働基準局が実施
する小規模企業の賃金実態調査の結果に基づき、当該業種の労働者の賃金分布が当該

都道府県の労働者の平均的な賃金分布に比べて低位にあると認められる業種(以下「適
用除外対象業種」という。) について、現行産業別最低賃金は適用除外とする措置を
実施するものとする。この場合、上記調査の結果における賃金に関する特性値のうち、

第 1・十分位数について、全調査産業計の数値を 100として当該業種の数値を指数化
したときに、当該業種の指数が 100未満となる業種であって、第 1・十分位数以外の
賃金に関する特性値についても同様な傾向があると認められるものを適用除外業種と

するものとする。 
なお、現行産業別最低賃金に関する昭和 63 年度における改正諮問は、業種に関す
る適用除外について検討中のものについても行うものとする。 

 
(2) 新産業別最低賃金への転換に向けての措置 

昭和 63 年度までの間において、上記(1)による適用除外の措置を実施した現行産業
別最低賃金のうち、下記 4の(2)による見直し後の新産業別最低賃金の運用方針等に照



らし、新産業別最低賃金への転換を図るため、更に業種に関する適用除外、適用対象

業種の範囲(くくり方)等に工夫が必要であるものについては、所要の設定様式の変更
の検討等当該転換のために必要な準備又は調整を行っておくものとする。 
また、類似の業種の大部分が適用除外されるにもかかわらず例外的に残される業種、

適用除外される業種であって当該地域における主要産業であるもの等について、地方

最低賃金審議会において、地域の実情や当該都道府県における今後の最低賃金の在り

方等を勘案しつつ、新産業別最低賃金として設定することの是非等を検討するものと

する。 

 
(3) 検討体制の整備 

地方最低賃金審査会においては、上記(1)及び(2)の措置を円滑に実施するため、小委
員会等の意見調整の場を設置する等必要な体制整備を図るものとする。 

 
3 新産業別最低賃金への転換及び現行産業別最低賃金の廃止に向けての措置 
(1) 新産業別最低賃金への転換 

上記 2の(1)及び(2)の措置を実施した現行産業別最低賃金については、法第 16条の
4の規定の手続による関係労使の申出があり、かつ下記 4の(2)による見直し後の新産
業別最低賃金の運用方針に合致する場合には、地域別最低賃金とは別に産業別最低賃

金を設定することについて合理的理由があるものとして、新産業別最低賃金への転換

が図られるよう関係者は積極的に審議し、昭和 64 年度中に当該転換が実施されるよ
う努力するものとする。 

 
(2) 現行産業別最低賃金の廃止に向けての措置 
上記(1)により新産業別最低賃金への転換が実施されない現行産業別最低賃金につい
ては、昭和 64年度以後の改正諮問を行わないものとする。 

 
4 新産業別最低賃金の運用方針の改正等 
(1) 新産業別最低賃金の運用方針の一部改正 
新産業別最低賃金の運用方針については、下記(2)の経過措置及び次の事項を除き、昭

和 57年 1月 14日の本審議会の答申に付された了解事項の 1を含めて、現行どおりとす
る。 
なお、改正後の新産業別最低賃金の運用方針の全文は別添のとおりである。 
イ 別添「新産業別最低賃金の運用方針」の 1 の(1)のイの(イ)又はロの(イ)に掲げ

る場合の当該新産業別最低賃金の適用対象とする基幹的労働者は、当該労働協

約の適用対象とされている労働者がこれに当たるものとして取り扱うことがで

きること。 



ロ 新産業別最低賃金の改正又は廃止に関する申出の要件を次のとおりとすること。 
(イ) 当該新産業別最低賃金の適用を受ける労働者の概ね 3 分の 1 以上のものに

賃金の最低額に関する労働協約が適用されている場合に行われるものである

こと。 
(ロ) 公正競争を確保する観点から当該新産業別最低賃金の改正等が必要と認め

られる場合(当該新産業別最低賃金の適用を受ける労働者又は使用者の概ね
3分の 1以上の合意がある場合を含む。)に行われるものであること。 

 
(2) 現行産業別最低賃金の転換に係る経過措置 
上記 3により、現行産業別最低賃金が新産業別最低賃金へ転換する場合には、経過措
置として新産業別最低賃金の運用方針の一部について次のような取扱いをする。 
なお、現行産業別最低賃金の適用対象業種について、昭和 64年度前に法第 16条の 4
の規定により新産業別最低賃金の決定に関する申出があった場合においても同様の取扱

いをする。 
イ 新産業別最低賃金の決定に関する申出等の要件についての経過措置 

(イ) 最低賃金に関する労働協約が適用されている場合の要件 
同種の基幹的労働者の概ね 3分の 1以上のものが賃金の最低額に関する労
働協約の適用を受け、かつ、当該労働協約による賃金の最低額が当該産業に

現に適用されている産業別最低賃金額より高いときには、同種の基幹的労働

者の相当数について最低賃金に関する労働協約が適用されている場合に該当

するものとして取り扱う。 
(ロ) 事業の公正競争を確保する観点からの必要性に関する要件 

事業の公正競争を確保する観点から、同種の基幹的労働者について最低賃

金を設定する必要が認められるか否かの判断に当たっては、別添「新産業別

最低賃金の運用方針」の 1の(2)のなお書きに加え、当該産業別最低賃金と当
該都道府県における地域別最低賃金との金額水準の差が大きいこと等の事情

からみて、当該産業別最低賃金の廃止により、各種の賃金格差の拡大等が予

想されるものであるかどうか等も参考とするものとする。 
また、事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最

低賃金を設定することが必要であるとして、当該最低賃金の適用を受けるべ

き労働者又は使用者の概ね 3分の 1以上のものの合意による申出があったも
のは、この要件に該当するものとして取り扱う。 

ロ 「小くくり産業」の範囲に関する経過措置 
日本標準産業分類の小分類又は必要に応じ細分類によること(同種の基幹的
労働者をそれぞれ含む 2以上の産業を併せて 1の産業別最低賃金として設定す
る場合を含む。)を原則とするが、現在、中分類以上の単位で設定されているも



のについては、上記 2の（1)の適用除外の措置の実施状況、関係労使団体の組
織状況、基幹的な業務の共通性等を勘案しつつ、地方最低賃金審議会において、

適用対象業種の合理的な範囲(くくり方)を決定するものとする。 
ハ 「基幹的労働者」の意義に関する経過措置 

(イ) 当該産業の生産工程、労働態様などに即して、 
a. 基幹的労働者の職種、業務を規定する方法又は、 
b. 基幹的労働者とみなされない労働者の職種、業務を規定する方法 
によって規定することを原則とするが、地域別最低賃金の対象とすること

が適当と認められる年齢、業務等を適用除外とする措置が適切に行われてい

るものについては、基幹的労働者を対象とした産業別最低賃金として取り扱

うこととして差し支えないものとする。 
(ロ) 新産業別最低賃金は、相当数の労働者に適用が見込まれるものでなければ

ならないとされているが、その「相当数の労働者」の範囲については、地方

最低賃金審議会において、原則として 1,000人程度を基準として、地域の実
情に応じ決定するものとする。 

 
 
 

新産業別最低賃金の運用方針 

 
1 新産業別最低賃金の決定等の要件、手続等について 
(1) 新産業別最低賃金の決定等に関する申出の要件等 
イ 新産業別最低賃金の決定に関する申出の要件は次のとおりとする。 

(イ) 同種の基幹的労働者の相当数について最低賃金に関する労働協約が適用されて
いる場合 
一定の地域内の事業所で使用される同種の基幹的労働者の 2分の 1以上のもの
が賃金の最低額に関する定めを含む 1の労働協約の適用を受ける場合又は賃金の
最低額について実質的に内容を同じくする定めを含む 2以上の労働協約のいずれ
かの適用を受ける場合において、当該労働協約の当事者である労働組合又は使用

者(使用者の団体を含む。) の全部の合意により行われる申出であること。 
(ロ) 事業の公正競争を確保する観点からの必要性を理由とする場合 

事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最低賃金を設

定することが必要であることを理由とする申出であって、当該最低賃金の適用を

受けるべき労働者又は使用者の全部又は一部を代表する者により行われるもので

あること。 

 



ロ 新産業別最低賃金の改正又は廃止に関する申出の要件は次のとおりとする。 
(イ) 同種の基幹的労働者の相当数について最低賃金に関する労働協約が適用されて

いる場合 
一定の地域内の事業所で使用される同種の基幹的労働者の概ね 3分の 1以上の
ものが賃金の最低額に関する定めを含む 1の労働協約の適用を受ける場合又は賃
金の最低額について実質的に内容を同じくする定めを含む 2以上の労働協約のい
ずれかの適用を受ける場合において、当該労働協約の当事者である労働組合又は

使用者(使用者の団体を含む。) の全部の合意により行われる申出であること。 
(ロ) 事業の公正競争を確保する観点からの必要性を理由とする場合 

事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最低賃金を改

正することが必要であること又は当該最低賃金を設定することが必要でなくなっ

たことを理由とする申出(同種の基幹的労働者について最低賃金を改正又は廃止
することが必要であることを理由とする申出であって、当該最低賃金の適用を受

ける労働者又は使用者の概ね 3分の 1以上のものの合意により行われるものを含
む。)であって、当該最低賃金の適用を受ける労働者又は使用者の全部又は一部を
代表する者により行われるものであること。 

ハ 上記イ及びロの申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出することによって

行うものとする。 
(イ) 申出を行う者が代表する基幹的労働者又は使用者の範囲 
(ロ) 新産業別最低賃金の決定に関する申出にあっては、当該新産業別最低賃金の適

用を受けるべき基幹的労働者又は使用者の範囲 
(ハ) 新産業別最低賃金の改正又は廃止の決定に関する申出にあっては、当該新産業

別最低賃金の件名 
(ニ) 上記(ロ)及び(ハ)のほか、申出の内容 
(ホ) 申出の理由(事業の公正競争を確保する観点から設定される新産業別最低賃金に
係る申出の場合にあっては、事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働

者について新産業別最低賃金を設定することが必要である理由) 

 
(2) 申出に係る新産業別最低賃金の決定等の必要性の有無の決定 

労働大臣又は都道府県労働基準局長は、新産業別最低賃金の決定、改正又は廃止(以
下「決定等」という。)に関する申出を受けた場合には、原則として当該決定等の必要
性の有無について最低賃金審議会に意見を求めるものとする。ただし、新産業別最低賃

金の決定等のために必要な要件(新産業別最低賃金の適用を受けるべき基幹的労働者又
は使用者の範囲が明確なこと、最低賃金に関する労働協約が適用されている場合の新産

業別最低賃金に係る申出については当該労働協約が同種の基幹的労働者の 2 分の 1(新
産業別最低賃金の改正又は廃止に関する申出の場合にあっては概ね 3 分の 1)以上のも



のに適用されていること及び当該申出が当該労働協約の当事者である労働組合又は使

用者の全部の合意によるものであること等の形式的要件)に該当していないものはこの
限りではない。 
なお、事業の公正競争を確保する観点から設定される新産業別最低賃金は、同種の基

幹的労働者について、関連する諸条件を勘案の上、企業間、地域間又は組織労働者と未

組織労働者の間等に産業別最低賃金の設定を必要とする程度の賃金格差が存在する場合

に設定するものとする。 

 
(3) 新産業別最低賃金の決定等 
イ 最低賃金審議会が新産業別最低賃金の決定等が必要である旨の意見を提出した場

合には、労働大臣又は都道府県労働基準局長は、最低賃金法第 16条第 1項の規定に
基づき最低賃金審議会の調査審議を求めるものとする。 
ロ 新産業別最低賃金の決定等について調査審議を行う専門部会は、労働者を代表する

委員及び使用者を代表する委員の各3名のうち原則として少なくとも各2名は当該決
定等を行おうとする産業に直接関係する労働者及び使用者をそれぞれ代表するもの

をもって充てなければならないものとする。 

 
2 「小くくりの産業」の範囲について 
新産業別最低賃金の適用対象業種の範囲は、原則として日本標準産業分類の小分類又

は必要に応じ細分類によるものとする。ただし、同種の基幹的労働者をそれぞれ含む 2
以上の産業を併せて 1の産業別最低賃金を設定することができるものとする。 

 
3 「基幹的労働者」の意義について 
基幹的労働者は、一般的には当該産業に特有の又は主要な業務に従事する労働者であ

るが、具体的には当該産業の生産工程、労働態様などに即して個別に考えられるもので

ある。 
また、最低賃金設定の目的にかんがみ、相当数の労働者に当該新産業別最低賃金の適

用が見込まれるものでなければならない。 
なお、基幹的労働者の規定の仕方としては、次に掲げる方法があるが、上記 1 の(1)
のイの(イ)又はロの(イ)に掲げる同種の基幹的労働者の相当数について最低賃金に関す
る労働協約が適用されている場合においては、当該労働協約の適用対象とされている労

働者を当該新産業別最低賃金の適用対象とする基幹的労働者として取り扱うことができ

るものとする。 

 
(1) 基幹的労働者の職種、業務を規定する方法 
(2) 基幹的労働者とみなされない労働者の職種、業務を規定する方法 



 
4 現行産業別最低賃金の転換に係る経過措置 
昭和 61年 2月 14日の中央最低賃金審議会答申本文(以下「本文」という。)3により、

現行産業別最低賃金が新産業別最低賃金へ転換する場合には、経過措置として新産業別

最低賃金の運用方針の一部について次のような取扱いをする。 
なお、現行産業別最低賃金の適用対象業種について、昭和 64 年度前に最低賃金法第

16 条の 4 の規定により新産業別最低賃金の決定に関する申出があった場合においても
同様の取扱いをする。 

(1) 新産業別最低賃金の決定に関する申出等の要件についての経過措置 
イ 同種の基幹的労働者の相当数について最低賃金に関する労働協約が適用されている

場合の要件 
同種の基幹的労働者の概ね 3分の 1以上のものが賃金の最低額に関する労働協約の
適用を受け、かつ、当該協約による賃金の最低額が当該産業に現に適用されている産

業別最低賃金額より高いときには、同種の基幹的労働者の相当数について最低賃金に

関する労働協約が適用されている場合に該当するものとして取り扱う。 
ロ 事業の公正競争を確保する観点からの必要性に関する要件 
事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最低賃金を設定す

る必要が認められるか否かの判断に当たっては、上記 1の(2)のなお書きに加え、産業
別最低賃金と当該都道府県における地域別最低賃金との金額水準の差が大きいこと等

の事情からみて、当該産業別最低賃金の廃止により、各種の賃金格差の拡大等が予想

されるものであるかどうか等も参考とするものとする。 
また、事業の公正競争を確保する観点から同種の基幹的労働者について最低賃金を

設定することか必要であるとして、当該最低賃金の適用を受けるべき労働者又は使用

者の概ね 3分の 1以上のものの合意による申出があったものは、この要件に該当する
ものとして取り扱う。 

 
(2) 「小くくり産業」の範囲に関する経過措置 
新産業別最低賃金の適用対象業種の範囲は、上記 2を原則とするが、現在、中分類以

上の単位で設定されているものについては、本文 2の(1)の適用除外の実施状況、関係労
使団体の組織状況、基幹的な業務の共通性等を勘案しつつ、最低賃金審議会において、

適用対象業種の合理的な範囲(くくり方)を決定するものとする。 

 
(3) 「基幹的労働者」の意義に関する経過措置 
イ 「基幹的労働者」の意義は、上記 3を原則とするが、地域別最低賃金の対象とする
ことが適当と認められる年齢、業務等を適用除外とする措置が適切に行われているも

のについては、基幹的労働者を対象とした産業別最低賃金として取り扱うこととして



差し支えないものとする。 
ロ 新産業別最低賃金は、相当数の労働者に適用が見込まれるものでなければならない

とされているが、その「相当数の労働者」の範囲については、最低賃金審議会におい

て、原則として 1,000人程度を基準として、地域の実情に応じ決定するものとする。 

 
 
(参考) 昭和 57年 1月 14日中央最低賃金審議会答申 

「新しい産業別最低賃金の運用方針について」了解事項 

 
最低賃金法第 16 条の 4 の規定による関係労使の申出に基づく最低賃金の決定、改正

又は廃止の必要性について労働大臣又は都道府県労働基準局長から意見を求められた場

合は、新しい産業別最低賃金の設定の趣旨にかんがみ、最低賃金審議会は全会一致の議

決に至るよう努力するものとする。 


